
Ⅶ 全体財務４表 

 全体財務４表の範囲は、一般会計等及び公営事業会計（国民健康保険事業勘定特別会

計、国民健康保険診療施設勘定特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険事業特別

会計、介護保険サービス事業勘定特別会計、農業集落排水事業特別会計、漁業集落排水

事業特別会計、浄化槽事業特別会計、魚市場事業特別会計、水道事業会計、下水道事業

会計）となっています。 

 なお、対象となる会計間で取引があった場合、その収入及び支出をそれぞれの会計か

ら相殺消去しています。 

 また、会計間に出資などの関係がある場合、貸借対照表上でもそれぞれ相殺消去して

います。 

  



１ 全体貸借対照表 

 平成２８年度末現在の【資産】の総額は、２，６１１億８，７８２万円、【負債】の総

額６７３億２，０６１万円となり、資産から負債を引いた【純資産】は１，９３８億６，

７２１万円となりました。 

 【資産】の内訳は、固定資産が２，４２３億９，９９０万円、流動資産が１８７億８，

７９１万円となっています。【負債】の内訳は、固定負債が６２１億３，６４３万円、

流動負債が５１億８，４１７万円となっています。 

 これらを市民一人当たり（平成２９年３月３１日現在の住民基本台帳人口：５４，５

７３人）に換算すると、資産が４７９万円、負債が１２３万円、純資産が３５５万円に

なります。 

 

貸借対照表の分析 

（１）住民一人当たり資産額 

   資産額２，６１１億８，７８２万円÷５４，５７３人＝４７９万円 

（２）有形固定資産の行政目的別割合 

   生活インフラ・国土保全‥‥４９．９％ 教育‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１４．０％ 

   福祉‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１．６％ 環境衛生‥‥‥‥‥‥‥‥‥６．１％ 

   産業振興‥‥‥‥‥‥‥‥‥２０．４％ 消防‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１．２％ 

   総務‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥６．８％ 

 （３）歳入額対資産比率 

   資産合計２，６１１億８，７８２万円÷歳入合計７６５億１，６７３万円 

＝３．４年 

 （４）資産老朽化比率 

   有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算

出することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを

全体として把握することができます。 

   資産老朽化比率 ５７．１％ 

 （５）純資産比率 

   純資産合計１，９３８億６，７２１万円÷資産合計２，６１１億８，７８２万円 

  ＝７４．２％ 

 （６）社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

   将来世代の負担 

   地方債５０２億１，７０７万円÷有形固定資産２，１９７億８，０１６万円 

  ＝２２．８％ 

   これまでの世代の負担 

   純資産合計１，９３８億６，７２１万円÷有形固定資産２，１９７億８，０１６ 



万円＝８８．２％ 

 （７）住民一人当たり負債額 

   負債額６７３億２，０６１万円÷５４，５７３人＝１２３万 

  

２ 行政コスト計算書 

 平成２８年度の【経常費用】は５４４億３，２４５万円、【経常収益】が３４億２，

３０１万円、【臨時損失】が６８億１７１万円、【臨時利益】が９２５万円で、【純行政

コスト（経常費用－経常収益＋臨時損失－臨時利益）】は５７８億１９０万円となりま

した。 

 【経常費用】の内訳は、社会保障給付や補助金等などの「移転費用のコスト」が２８

４億８７０万円（５２．２％）と最も大きく、続いて物件費や維持補修経費などの「物

にかかるコスト」が１８０億４，１５８万円（３３．１％）、人件費などの「人にかか

るコスト」が６０億８，６４７万円（１１．２％）、市債の支払利息などの「その他の

コスト」が１８億９，５６９万円（３．５％）となっています。 

 純行政コストを市民一人当たり（平成２９年３月３１日現在の住民基本台帳人口：５

４，５７３人）に換算すると、１０６万円になります。 

 

行政コストの分析 

（１）住民一人当たり行政コスト 

   純行政コスト５７８億１９０万円÷５４，５７３人＝１０６千円 

（２）行政コスト対税収等比率 

   税収等５３２億５，３４１万円÷純行政コスト５７８億１９０万円＝９２．１％ 

（３）受益者負担の割合 

   使用料及び手数料１９億３，２９６万円÷５４４億３，２４５万円＝３．６％ 

 

３ 純資産変動計算書 

 期首純資産残高（平成２７年度末現在）が１，９８９億４，４９６万円で、期末純資

産残高では１，９３８億６，７２１万円となり、一会計期間で５０億７，７７５万円の

減となりました。 

 純資産が大きく減少したのは、基金取崩の増などが主な要因です。 

 純資産変動額を市民一人当たり（平成２９年３月３１日現在の住民基本台帳人口：５

４，５７３人）に換算すると、△９万円になります。 

 

４ 資金収支計算書 

 平成２８年度において、資金が１９億７，６４１万円減少しています。その結果、本

年度末現金預金残高は、６９億２，２４７万円になりました。 



 本年度末現金預金残高を市民一人当たり（平成２９年３月３１日現在の住民基本台帳

人口：５４，５７３人）に換算すると、１３万円になります。 

 


